
中土佐町人権尊重のまちづくり

基本計画（第3次改定版）

～みんなで支え合う、温もりのあるまちづくり～

令和7（2025）年3月

中土佐町



1 

 

-目  次- 

Ⅰ 基本的な考え方  

           １ 基本計画策定の趣旨                 

           ２ 人権施策推進の基本方針            

 

Ⅱ あらゆる場を通じた人権教育の推進 

           １ 家庭・地域における人権教育の推進     

           ２ 保育・学校における人権教育の推進 

           ３ 事業所における人権教育の推進 

           ４ 特定の職業に従事する者に対する人権教育の推進 

 

Ⅲ 重要課題への対応 

           １ 同 和 問 題 

           ２ 女   性 

           ３ 子  ど  も 

           ４ 高  齢  者 

           ５ 障  害  者 

６ 感染症患者等 

             （１）エイズ・HIV 

             （２）ハンセン病 

             （３）新型コロナウイルス感染症等 

           ７ 外  国  人 

           ８ 犯罪被害者等   

           ９ インターネットによる人権侵害  

10 災害と人権       

11 性的指向・性自認   

12 様々な人権課題 

 

Ⅳ 効果的な計画推進 

           １ 人材育成と学習方法の整備 

           ２ 啓発と情報共有 

           ３ ボランティア活動の推進 

           ４ 国際交流・協力の推進 

 

Ⅴ 計画の推進にあたって 

         １ 推進体制 

         ２ 国・県及び関係団体等との連携 

         ３ 相談体制の充実 

         ４ 人権教育・啓発機能の充実 

（１）隣保館・児童館活動の充実 

（２）公民館活動の充実 

           ５ 計画の期間 

６ 評価と見直し 



2 

 

Ⅰ 基本的な考え方 

１．基本計画策定の趣旨 

この基本計画は「中土佐町人権尊重のまちづくり条例」に基づき、国の「人権教育・ 

啓発に関する基本計画」及び「高知県人権教育推進プラン」を受けて策定するもので、 

今後の中土佐町が実施すべき人権施策についての基本方針を明らかにし、具体的施策の 

方向性を示すものです。 
 

２．人権施策推進の基本方針 

（１）人権尊重の視点に立った行政の推進 

本町は、人権尊重をまちづくりの基本理念として位置づけ、町政のあらゆる施策の基 

本とし、全ての町民が、個人として人権を尊重される住みよい地域社会の実現を目指し 

ます。 

 

（２）人権教育・啓発の推進 

人権教育を中土佐町生涯学習マスタープランに位置づけ、保育・学校・家庭・地域及 

び職場などのあらゆる場を通じてその発達段階に応じた多様な学習の機会を提供しま 

す。また、人権尊重の理念に対する理解を深めるために、町民の自主性を尊重するとと 

もに、実施機関の中立性を確保し、効果的な啓発手法を採用します。これらによって、 

町民自身が、人権問題を身近な課題として考えられるようにしていきます。 

 

（３）相談・支援に関する施策の充実 

人権に関する問題の早期解決を実現するために、県など関係機関との連携を強化する 

ことで、相談・支援体制を構築していきます。 

 

（４）国・県及び関係機関との連携 

国・県及び関係機関などが実施する人権施策をより効果的に、かつ総合的に推進して 

いくため、連携・協力関係を強化していきます。 

 

Ⅱ あらゆる場を通じた人権教育の推進 

１．家庭・地域における人権教育の推進   

（１）現状と課題 

    家庭は、家族間のふれあいを通じて、他者への思いやりや生命尊重、人間の尊厳な

ど、人権に関する基本的な学習の場として、また人格を形成する場として、重要な役割

を担っています。 

    しかし、子どもや高齢者、障害のある人への虐待、配偶者等からの暴力（ドメスティ

ック・バイオレンス）※１など、様々な人権問題が依然として存在しています。 

    これまで、様々な機会に人権に関する学習会の提供や、地域住民が交流する活動を通

じて、人権が尊重される社会の実現に向けて取り組んできました。この成果を生かしな
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がら家庭や地域の方々が人権尊重の理念について、さらに理解と認識を深められるよう

取組を進めていきます。 

昭和の時代は戦後、高度経済成長期という大きなうねりの中で社会の変革が始まり、 

一見して豊かで便利な国民生活が浸透展開していくこととなりました。一方で、そのよ 

うな輝かしい進歩の陰で、同和地区出身者をはじめとする、多くの被差別の立場にある 

人々にとっては、その光を十分に享受することが出来ないままの時期が続きました。し 

かし、昭和 40（1995）年から国策による差別の解消に向けた取組が開始され、30年 

余りにわたり様々な特別対策を実施してきたことにより、ハード面（環境や経済的支援 

等）の改善が成されていきました。また併せて、ソフト面（心理的差別）に対する教育 

や啓発も推進されてきました。その成果もあって、同和地区出身者における高校進学率 

の向上や通婚率の上昇を始めとして、少しずつ差別事象は減少の途を辿り、長年にわた 

って取り組まれてきた人権・同和教育の成果が見られる状況ともなりました。しかし、 

ＩＴ社会の著しい進歩の中で、インターネット等を悪用した新たな差別事象が止まるこ 

となく増え続けている現状となっています。また、いじめや児童虐待が大きな社会問題 

となっており、子どもたちの命さえも奪うような深刻な事態となっています。「２１世紀 

は人権と共生の世紀」と叫ばれ 2５年が過ぎようとしています。真の意味で人々が一人 

ひとりを大切にし、共に支え合いながら生きていく地域共生社会（共生社会）の創造に 

向けて、人権問題への取組は急務な課題となっています。本町では、町を挙げて次のよ 

うな取組を積極的に推進し、全ての町民にとって、「温かく住みやすい町づくり」を行っ 

て参ります。 

※１…「ドメスティック・バイオレンス：以下、DV」：一般的には「夫婦や恋人など親密な関係にある男女間に 

おける暴力」という意味で使われます。暴力の種類には、身体的暴力、精神的暴力、社会的暴力、経済的暴 

力、性的暴力などがあり、最近では若者間での「デート DV」が問題となっています。なお、このことにつ 

いては、女性だけでなく、男性が被害者になるケースもあります。 
 

（２）施策の方向 

① 相談活動の充実 

家庭内、地域内の様々な人権問題を改善できずに悩んでいる町民への相談窓口の情 

報提供と相談活動の充実に努めます。 

② 家庭における人権教育の啓発 

家庭は、子どもの教育の原点であり、人格形成に大きな役割を果たしていることか 

ら、家庭内の教育力を高めることは極めて重要です。保育所・学校・地域が家庭と 

の連携を深め、地域全体で家庭を支え、子どもたちの豊かな人間形成を図っていく 

ことが大切です。保育所・学校・地域・行政の各機関の連携を活かした啓発内容の 

工夫、充実に努め、様々な視点から家庭における人権教育の推進を行うとともに積 

極的に支援にも努めます。 

③ 地域の理解・支援者の育成 

様々な人権問題が、人間関係の希薄化や地域からの孤立に繋がらないよう、地域の 

理解者及び支援者の育成に努めます。 

④ 様々な学習機会の提供 

同和問題をはじめとする様々な人権問題に対する理解と認識を深めていけるよう 

に、各機関との連携を図りながら、ニーズに合った学習内容の充実に努め、広く町 

民を対象とした学習の機会を提供していきます。 
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⑤ 公民館・隣保館事業の充実 

公民館及び隣保館の運営方針に人権教育の位置付けを行い、公民館職員、利用団体

の研修会や講座などの開催を通じて、地域住民の人権意識の高揚を図ります。 

⑥ 町民主体の人権啓発活動 

中土佐町人権教育研究協議会などの町民の自主的な取組に対して支援を行い、活動 

の活性化を図るとともに、連携した取組を進めます。 

 

２．保育・学校における人権教育の推進 

（１）現状と課題 

    子どもたちの発達段階等を踏まえて、教育活動全体を通じて人権尊重の意識を向上さ

せるために、一人ひとりを大切にする心を育む教育を推進することが必要です。 

これまで、学校等では人権に関する様々な課題について、授業での学習や実際に 

聞き取り体験をするなどの取組が行われてきました。 

しかし、現在、学校等での子どもたちを取り巻く状況は、子ども同士や子どもと教員 

等の人間関係づくりの困難さ、厳しい家庭環境等の要因が複雑に絡み合い、いじめやイ 

ンターネット上での誹謗中傷などの書き込みや、暴力行為などの問題行動の出現につな 

がるなど、子どもの人権に大きな影響を与えてしまうことがあります。 

こうしたことから、学校等と家庭や地域とが連携し、子どもたち一人ひとりの理解の 

もと、生命を大切にし、自分や他者の人格を尊重し、個性や多様性を認め合う心、正義 

感や公正さを重んじる心など、豊かな人間性を育成することが必要となっています。 

これまで同和教育を人権教育の重要な柱として位置づけ、保育・学校教育において

は、各保育所や学校の特性や子どもの発達段階に応じた指導目標を定め、計画的に人権

問題解決への理解と認識を深める教育に取り組んできました。 

① 保育所では、豊かな生活体験を通して、基本的な生活習慣を養い、社会性の芽生え 

や集団への所属感を育み、望ましい人間関係をつくるように取り組んでいます。 

② 小学校では、基礎学力の充実を図り、身の回りにある差別や偏見に気づき、差別解 

消につながる意欲や態度、技能を育てるように取り組んでいます。 

③ 中学校では、学力の向上を図り、進路保障に努めるとともに、人権について知的理 

解を一層進める取組と、人権感覚をさらに磨き、どのように態度や実践的行動に結 

び付けるかという、一人ひとりの実践力を高める取組を行い人間の尊厳について自 

覚を深め、差別解消に努める生徒の育成にも取り組んでいます。 

④ 小中学校の交流学習や体験学習を通して、人間としての誇りや温もりを感じること 

のできる人権学習の推進が求められています。 

 

（２）施策の方向 

① 全ての教育を通じた人権教育の推進 

子どもの人権意識を高め、より豊かな人権感覚を育成するために、保育所の保育計 

画、学校の教育計画の中に人権教育を位置づけます。また、子どもの発達段階に即 

した上で、保育や各教科領域の特性を生かしながら相互に関連させ、教育活動全体 

を通じて人権教育に取り組みます。また、学習指導に当たっては、多様な出会いと 

交流や自然体験等によって、より豊かな感性や人権感覚を身に付けられる取組に努 

めます。 
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② 保育から中学校まで一貫した人権教育の推進 

保小中が連携をして人権教育の推進を図るためには、引き続き保育士及び教職員の 

意識の高揚と啓発が必要であることから、教育現場の年間計画にも配慮したうえ 

で、人権問題に対する正しい知識と認識を持つための研修会などを開催します。 

③ 家庭・地域との連携 

子どもへの人権教育をより効果のあるものにするため、保護者との連携・協力を図 

り、家庭や地域社会へ人権教育の重要性を啓発します。また、県や地域社会など関 

係機関との連携の強化を図ります。 

④ 教職員の研修と保護者や地域との連携の充実 

人権教育の推進にあたっては、まず教職員が差別の歴史的背景や、保護者や地域の 

実態を理解し、彼らの願いをしっかりと理解することが重要です。そのための研修 

を積極的に企画・推進し、教職員一人ひとりが豊かな人権感覚を培えるように努め 

ます。 

⑤ 人権教育教材の創造と整備 

人権教育を推進するために、実践的な研究や取組を各保育所・学校が取り入れられ 

るよう、各種研修会などの情報提供を行い、地域や子どもの実態に応じた交流や体 

験学習を大切にした、教材の開発や人材育成に努めます。 

 

３．事業所における人権教育の推進 

（１）現状と課題 

零細事業所が多数を占める本町においては、人権教育については十分な啓発に至っ 

ていないのが現状です。今後は、事業主への理解を深めるとともに、様々な機会を捉え 

て事業所への啓発活動が必要です。 

 

（２）施策の方向 

① 事業所内教育の支援 

事業所に対し、学習資料などの情報提供を行い、研修対象者に合わせた講師を紹介 

するなど、事業所での自主的な人権教育の支援を行います。 

② 関係機関との連携 

事業所に県など関係機関の情報提供をし、事業所の人権教育への関心と人権意識高 

揚に努めます。 

 

４．特定の職業に従事する者に対する人権教育の推進 

本基本計画を推進するにあたっては、あらゆる人に学習の機会を提供していくことが 

必要でありますが、とりわけ人命、人権と深く関わる職業に従事する者に対しては、さ 

らに人権問題に対する認識を深めていけるよう、人権教育を推進していきます。 
 

（１）町職員 

全体の奉仕者である公務員は、全ての職場において基本的人権の尊重と擁護の視点を 

持って業務の遂行をしなければなりません。様々な機会に人権研修の企画・推進を図 

り、各課が協力、連携をして人権尊重のまちづくりを目指します。 
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（２）教職員 

教職員一人ひとりが基本的人権の尊重の視点を持って豊かな人権感覚を身につけ、人 

権教育の推進者として様々な人権問題への解決に向けた確固たる姿勢を確立することが 

大切です。さらに、それぞれの職場において子どもや保護者の背景をしっかりと受け止 

め、真摯な姿勢で向き合い、寄り添いながら共に歩もうとする教育実践を目指します。 

また、子どもや家庭における人権課題の解決に向け、積極的に県など関係機関と連携し 

た取組を行います。 

 

Ⅲ 重要課題への対応 

１．同和問題 

（１）現状と課題 

本町では、昭和 40（1965）年の「同和対策審議会答申」、昭和 44（1969）年の 

「同和対策事業特別措置法」を受けて、同和問題の解決を行政の最重要課題として位置 

づけ、ハード面とソフト面にわたる同和・地域改善対策事業を積極的に推進してきまし 

た。また、従前から活動を続けてきた「中土佐町同和教育研究協議会」と積極的に連携 

して、学校・地域・行政が一体となった人権・同和教育を推進してきました。 

こうした取組により、環境改善については大きな成果が見られ、また、町民の同和問 

題に対する意識と理解も深まり、就職差別の減少、通婚率も上昇する等、差別意識の一 

定の解消につながっていく事となりました。 

しかしながら、差別発言や差別的な内容の文書の送付、インターネット上に差別を助 

長する情報や書き込みの掲載などの事案が発生しているため、今後とも問題の解決に向 

けた教育や啓発が必要な状況となっています。 

※平成 28年（2016）に施行された「部落差別の解消の推進に関する法律」では、部落差別は、許されないもの 

ものであるという認識のもと、これを解消することが国や地方公共団体の責務であるとされています。 
 

（２）施策の方向 

① 同和問題の完全解消を図るために、保育所・学校・家庭・地域・県や近隣市町村の 

関係機関が一体となり人権・同和教育を推進していきます。 

② 同和問題の正しい理解、認識を図るために町民に対し各種教育・啓発事業の充実を 

図ります。 

③ 同和問題に対する、町の責務をはたすために職員研修を充実していきます。 

④ 保育所から中学校まで、発達段階に応じた人権教育を進めるために相互の連携を図 

るとともに教職員を対象とした研修会の充実に努めます。 

⑤ 町民の人権意識高揚のための町内外の研修会及び講演会などの情報提供に努めま 

す。 

⑥ 中土佐町人権教育研究協議会の活性化を図り、地域の現状に寄り添った人権・同和 

教育を推進します。 
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２．女   性 

（１）現状と課題 

我が国において、昭和 60（1985）年に「女子差別撤廃条約」を批准し、昭和 61 

（1986）年に「男女雇用機会均等法」、平成 11（1999）年に「男女共同参画社会 

基本法」が施行されました。   

中土佐町では、平成 18（2006）年に「中土佐町男女共同参画推進条例」を制定 

し、町民一人ひとりが性別に関わりなく個人として尊重され、自らの意思によりその個 

性と魅力を十分に発揮することができる男女共同参画の実現を目指した取組がなされて 

います。 

しかし、家庭・地域・職場などの様々な場面において、女性の人権は、十分に尊重さ 

れているとは言えません。 

 

（２）施策の方向 

① 中土佐町男女共同参画の趣旨を受け、女性の社会参画や働く場を広げ環境を整える 

取組を推進します。 

② セクシュアル・ハラスメント、マタニティーハラスメント、ドメスティック・バイ 

オレンス、ストーカー行為などの女性に対するあらゆる暴力根絶のため、県など関 

係機関と連携をして相談機能の充実を図るとともに、女性の人権尊重の為の啓発活 

動に努めます。 

③ 男女共同参画による魅力ある地域づくりを推進するために、各種審議会、協議会に 

おける女性委員の参画を推進します。 

④ ともに支え合う家庭・地域づくりのために、多様な地域活動への男女共同参画の推 

進を図るとともに、子育て支援などに対する福祉の充実に努めます。 

 

３．子 ど も 

（１）現状と課題 

平成元（1989）年に国連で採択された「子どもの権利条約」（児童の権利に関する 

条約）では、子どもの 4つの権利「生きる権利」「育つ権利」「守られる権利」「参加す 

る権利」を守るように定めています。 

国は、平成 6（1994）年に「子どもの権利条約」を批准し、平成 12（2000）年 

には「児童虐待の防止等に関する法律」を制定し「児童虐待」を法律によって明確に定 

義づけ、法第 3条において「何人も、児童に対し、虐待をしてはならない」と定めま 

した。 

本町では、平成 27（2015）年度にこれまでの「中土佐町次世代育成支援計画」の 

考え方を継承し、子ども・子育て支援新制度に即した「中土佐町子ども・子育て支援事 

業計画」を策定し、取組を推進しています。 

近年の傾向として少子化や核家族化の進行、地域コミュニティーの希薄化や子育ての 

孤立化、インターネットや携帯電話の普及等、現在の子どもを取り巻く環境は複雑に変 

化をしています。このような社会情勢の中、いじめ※２や虐待等子どもの人権侵害への 

対応は重要です。地域社会全体で子どもを育てるという意識の醸成と、家庭、保育所や 

学校、地域社会が連携・協力して子育てを支援する体制の整備をさらに推進していく必 
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要があります。 

※２…「いじめ」とは、「当該児童生徒が、一定の人間関係のある者から、心理的、物理的な攻撃を受けたことに 

より、精神的な苦痛を感じているもの。」とする。なお、起こった場所は学校の内外を問わない。 
この「いじめ」の中には、犯罪行為として取扱われるべきと認められ、児童生徒の生命、身体又は財産に重 

大な被害が生じるようなものが含まれる。これらについては早期に警察に相談・通報の上、連携した対応を 

取ることが必要である。 

 

（２）施策の方向 

① 子ども一人ひとりが人間として尊重され、人権が守られる中で安全安心に成長でき 

る環境づくりを推進し、子どもがお互いの人権を尊重できる社会の実現を図りま 

す。 

② 子どもの人権や個性を尊重した教育を推進するとともに、家庭や地域の役割の重要 

性を周知するなど、子どもの人権に関する社会的関心の喚起・意識啓発や、子ども 

を人権侵害から守る取組を推進します。 

③ 全ての子どもが差別や権利の侵害を受けることなく、一人の人間として尊重される 

よう、あらゆる機会を通じて、子どもの人権に関する啓発運動を実施します。 

④ 児童虐待は、子どもの心身の成長や人格形成に与える影響が大きいことから、子ど 

もの最善の利益を優先し、全ての子どもが適切な養育を受け、健やかな成長・発達 

や自立等が保証されるよう、予防対策から虐待を受けた子どもの保護やその家庭に 

対する支援を行います。支援体制の調整機関である中土佐町要保護児童対策地域協 

議会の充実を図ります。 

⑤ いじめ問題に対しては、被害を受けた子どもの心情に寄り添いながら、いじめの早 

期発見、早期解決に努めるとともに、いじめを未然に防止する取組の推進を図ると 

ともに、中土佐町児童会・生徒会サミットの活性化を図ります。 

⑥ 子どもに様々な交流学習や体験学習及びボランティア活動を提供し、活動を通じて 

地域社会の一員である事への認識を深め意識の向上を図ります。また、他人を大切 

にする心情を育む取り組みを進めます。 

 

４．高 齢 者 

（１）現状と課題 

本町の高齢者人口は令和 5年（2023）度末に 2,902人と、町人口の 49.46％を 

占め、町民の半数近くが 65歳以上という超高齢社会となっています。 

こうした現状のなか、家族をはじめとする周りの人たちが、高齢者が社会の一員とし 

て、人権が尊重され、長年にわたり社会の一員として活動し、貢献してきた人たちであ 

るという意識を持ち、敬意と感謝の気持ちをもって接していくことが重要です。 

平成 12（2000）年に「介護保険制度」が導入され、高齢者と介護者を社会全体で 

支えていく仕組みがつくられました。さらに平成 17（2005）年には、高齢者の虐待 

の未然防止、早期発見、迅速かつ適切な対応を図るための「高齢者虐待防止、高齢者 

の養護者に対する支援等に関する法律」が制定され、高齢者虐待についての定義がな 

されています。 

本町では、平成 29（2017）年に「中土佐町権利擁護支援センター」を開設し、支 

援の必要な高齢者や障害者に対し、金銭管理や財産管理、福祉サービスの利用に関す 

る相談を行っています。令和 6（2024）年には「第 9期中土佐町高齢者保健福祉計 
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画並びに介護保険事業計画」を策定し、「誰もが生きがいと役割を持ち、ともに支え合 

いながら健やかに自立した生活を続けられるまち」を基本理念に高齢者の人権擁護に 

向けた取組等も含め、高齢者の保健福祉の向上を目指した取組を推進しています。特 

に高齢者虐待の予防と早期発見・早期対応・再発防止を図り、高齢者の尊厳を守り、 

養護者への支援を目的に「高齢者虐待防止対応ネットワーク会議」を開催し、高齢者 

が自立し、住み慣れた地域や家庭において健やかで生きがいを持って安心して暮らし 

続けていくための社会参加の促進、地域住民の力を生かした支え合いの仕組みづくり 

に取り組まなければなりません。 

 

（２）施策の方向 

① 高齢者への理解を深め、豊かな人間性を育む教育を推進します。 

② 高齢者や高齢者の人権に対する理解を深める取組や啓発活動を促進します。 

③ 高齢者が社会参加しやすい環境づくりに関する取組を促進します。 

④ 高齢者の人権や権利を守るため、権利擁護支援センターの専門職による事例検討や 

助言等を通じて、包括支援センター等高齢者と関わる機会の多い職員等の資質向上 

に努めます。 

 

５．障 害 者 

（１）現状と課題 

平成 5（1993）年に「障害者基本法」が制定され、全ての障害者は個人としての尊 

厳を有し、社会を構成する一員としてあらゆる分野の活動に参加する機会を与えられる 

ことが定められ、障害を理由とした差別等の禁止や障害のある人の自立、社会参加によ 

る福祉の増進について、国や地方公共団体などの責務が規定されています。 

平成 28（2016）年には「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」が施 

行されました。この法律は、障害者基本法の基本的な理念にのっとり、同法第 4条の 

「差別の禁止」の規定を具体化するものとして位置づけられており「不当な差別的取扱 

い」を禁止し「合理的配慮の提供」を求めています。そして、そのことによって障害の 

ある人もない人も共に暮らせる社会を目指しています。 

本町の障害者手帳所持者等の推移は、全体では令和 2年（2020）年度末時点、手 

帳の種別では身体障害者手帳は減少、療育手帳、精神障害者福祉手帳は、ほぼ横ばいで 

推移しています。令和 5年（2023）度末時点では、身体障害者手帳所持者が 366 

人、次いで療育手帳が 58人精神障害者手帳 67人となっています。 

令和６（2024）年度に「ともに生きるまち」を基本理念に「中土佐町第４期障害者 

計画及び中土佐町第７期障害福祉計画」を策定し、障害保健福祉施策を推進していま 

す。障害を持つ人が地域の一員として安心して自分らしい暮らしができるように医療・ 

福祉・介護・そして教育や就労、住まいなどが包括的に確保された「精神障害者にも対 

応した地域包括ケアシステム」の構築です。なかでも障害者の地域生活や社会参加の推 

進は、地域の理解と協力が必要です。障害者が、障害を理由として差別を受けたり、障 

害への配慮がないために暮らしにくさを感じたりすることがないよう、差別解消に向け 

た諸課題への継続した取組が必要です。 
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（２）施策の方向 

① 障害のある人々が、生き生きと暮らせるよう、社会参画を推進するための環境整備 

や、雇用を促進する取組を推進します。 

② 障害のある人の人権や権利を守るため、正しい情報の提供や啓発等を行うととも 

に、差別解消に向けた取組を推進します。 

 

６．感染症患者等 

Ⅰ．エイズ・HIV 

（１）現状と課題 

エイズや結核、Ｂ型・Ｃ型肝炎等の感染症に対する誤った知識や思い込みから、感染 

したその家族等を差別や偏見で苦しめている現状があります。 

こうした感染症のうち、エイズについては、その原因はＨＩＶといわれる非常に感染力

の弱いウイルスであり、通常ではうつりにくい病気であることがわかっています。 

国は、平成 10（1998）年に、患者等の人権尊重に配慮した内容の「感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律」を制定し、翌平成 11（1999）年に「後天

性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針」（エイズ予防指針）を公表しました。 

また、平成 18(2006)年には、「エイズ予防指針」が改正され、正しい知識の普及啓発

及び教育並びに保健所等における検査・相談体制の充実等による発生の予防及びまん延

の防止、患者等に対する人権を尊重した良質かつ適切な医療の提供等の観点から新たな

施策の方向性を示し、国や地方公共団体、医療関係者などが共に連携して総合的な取組を

推進していくこととされましが、全国的には正しい知識や理解不足による差別や偏見、プ

ライバシーの侵害などが、いまだにみられる状況です。 

 

（２）施策の方向 

① 国や県、関係機関と連携を図り、エイズ等についての正しい教育・啓発を推進します。 

② エイズ等の感染症や感染症予防対策について、正しい知識の普及・啓発活動に努めま 

す。 

③ エイズ患者・ＨＩＶ感染者への相談体制の充実に努めます。 

 

Ⅱ．ハンセン病 

（１）現況と課題 

ハンセン病は「らい菌」に感染することで起こる慢性の感染症で、かつては「らい病」 

と呼ばれ、人里離れた療養所に強制隔離されることで「伝染しやすい病気」という誤っ 

た理解が社会に広まり、このことにより偏見、差別が助長されてきました。実際は、「ら 

い菌」の感染力は極めて弱く、現在は治療薬もあります。 

昭和 6（1931）年に制定された「籟
らい

予防法」は、昭和 28（1953）年に「らい予防 

法」に改正され以降発病した人は、ハンセン病療養所に強制的に終生隔離されるなど、 

非人間的な扱いを受け、患者と家族はいわれなき差別と偏見に苦しめられてきました。 

ハンセン病元患者等が受けた被害の回復については、一定の解決が図られているとこ 

ろですが、未解決の問題も残されています。問題解決のため、元患者等による努力が重 
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ねられ「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」（ハンセン病問題基本法）が、平 

成 21（2009）年に施行されました。これに伴い、国立ハンセン病療養所等における療 

養及び生活の保障、社会復帰の支援及び社会生活の援助、名誉回復及び死没者の追悼、 

親族に対する援護等に関する施策を実施することになりました。 

しかしながら、現在も社会の中では「怖い病気」という誤った認識や、ハンセン病元 

患者の容姿に対しての偏見や差別が残っています。 

 

（２）施策の方向 

① ハンセン病に関する正しい知識を身につける教育を推進します。 

② ハンセン病に関する正しい知識の普及・啓発活動に努めます。 

 

Ⅲ．新型コロナウイルス感染症等 

（１）現状と課題 

令和 2（2020）年に新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が世界的にまん延し、 

私たちの生活や経済に大きな影響を及ぼしました。 

新型コロナウイルス感染症は、感染された方や医療関係者等への差別や誹謗中傷、ワ 

クチンの接種に関する差別などの人権上の問題が発生しました。 

感染は、自分や大切な家族にも起こりうることであり、他人事ではなく、自分のこと 

と捉え、自分や自分の大切な人たちがされたらどう思うかを想像してみることも、差別 

や偏見をなくすことにつながります。 

今後、新たな感染症が発生した場合は、新型コロナウイルス感染症のまん延過程で発 

生した人権上の問題への対応事例を踏まえて、感染者等への差別や誹謗中傷を防止する 

ために、適切な時期に啓発を実施するとともに、一人ひとりの人権が尊重されるための 

取組を進めていく必要があります。 

 

（２）施策の方向 

① 新たな感染症についての正しい知識を身に付ける教育の推進をします。 

② 新たな感染症についての正しい知識の普及・啓発活動の推進をします。 

③ 新たな感染症患者等への支援体制の充実をします。 

 

７．外 国 人  

（１）現状と課題 

国際化の進展により、本町においても、産業・教育・文化などの様々な場面で諸外国 

との交流が進んでおり、日常生活の様々な場面で深い関わりを持つようになってい 

ます。人間の尊厳を守り諸外国人も明るく住みやすい町にするためには、外国の歴史や 

文化・生活習慣を正しく認識し尊重するとともに、一人ひとりの違いを認め合える「共 

生の心」を地域に根付かせていくことが求められます。 
 

（２）施策の方向 

① 外国人の文化や習慣等に触れながら、お互いに尊重し合う心や態度を育てる保育・ 

教育を推進します。 

② 国際理解教育を通して、広い視野を持ち、異文化や人間としての共通性を理解する 
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とともに、これらを尊重する態度や、共に協調して生きる態度の育成に努めます。 

 

８．犯罪被害者等 

（１）現状と課題 
犯罪被害者とその家族は、事件そのものによる被害だけではなく、収入の途絶やその 

後の弁護士費用、医療費の増加などの経済的負担、捜査や裁判の段階で精神的・時間的 

負担、過剰な取材や報道など、被害後に生じる様々な問題にも苦しめられます。また、 

心身の回復や裁判のために仕事を継続することが困難な場合もあります。事件、事故が 

毎日のように発生している今日では、誰もが犯罪被害者等になる可能性があります。犯 

罪被害者とその家族がおかれている状況を理解し、少しでも平穏な生活が取り戻せるよ 

う配慮することが必要となっています。 
 

（２）施策の方向 

① 講演会や研修会を通して、犯罪被害者等を思いやる気持ちを育む啓発活動を推進し 

ます。 

② 犯罪被害者週間などにおける広報活動や回覧などを通じて、犯罪被害者等への理解 

を促進する啓発に努めます。 

 

9．インターネットによる人権侵害 

（１）現況と課題 

携帯電話やスマートフォンのＳＮＳ上やインターネット上の掲示板・ホームページに 

おける匿名性を悪用した、個人や団体を中傷する情報や差別的情報等の基本的人権を侵 

害する書き込みが増えています。これは、大人社会だけでなく子ども社会においても蔓 

延している状況が見られます。そしてそれがいじめへと発展している事態ともなってい 

ます。 

 

（２）施策の方向 

① 小・中学校での学習やＰＴＡ研修会など、様々な機会を捉えて、携帯電話やスマート 

フォン・インターネットの利用の仕方及び人権の正しい理解と情報の受発信の個人の 

責任やモラルについての啓発を推進します。 

 

10．災害と人権  

（１）現状と課題 

近い将来、発生が予想されている南海トラフ地震等の災害発生時、発生後において人 

権に配慮した対応ができるように、避難所生活などプライバシーが守られ人権が尊重さ 

れるための取組を推進していく事が必要となっています。 

（２）施策の方向 

① 災害時においても、町民の人権が守られ、安心して生活が送られる社会の実現を図 

ります。 

② 災害時、避難所における運営マニュアルに沿って人権に配慮した避難所運営訓練 
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や、避難所内でプライバシーを守るための資機材の備蓄の推進、心のケア体制整備 

など人権への配慮についての認識を深める啓発活動を推進します。 
 

11．性的指向・性自認 

（１）現状と課題 

性的指向（どのような性別の人を好きになるか）は人によって様々に分かれていま 

す。同性愛者・両性愛者や、生物学的な性と性自認（自分の性をどのように認識してい 

るか）が一致しない人（いわゆるトランスジェンダー）などは、ある企業の調査による 

と、人口の 8.9％と算出されています。 

こうした性的少数者が直面する問題に対して、県内外の自治体が同性カップルを婚姻 

に準ずるパートナーと認めるなど、性的少数者の権利を保障する取組が広がっていま 

す。 

性的指向や性自認についての理解不足や誤った認識により、性的少数者が心ない発言 

に傷つけられるなどの不当な扱いを受けることがなくなるよう今までの固定観念から脱 

却し、ありのままのその人をしっかりと理解して社会生活を送ることが出来ることを目 

指した教育や啓発を行うことが必要となっています。 

 

（２）施策の方向 

   ① 学校や行政・地域の人々に対して、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多 

様性に関して理解を深めるための啓発や研修を企画・実践します。特にこれからの 

未来を担う児童・生徒に対して指導を行う教職員への研修を行い、指導に生かせる 

ように取り組みます。 

   ② 広く町民に対して、県など関係機関と連携を図り広報誌などを活用した正しい知識 

の普及・啓発に努めます。 

 

12．様々な人権課題 

これまでにあげた個別の人権課題のほかにも、次のような人権課題があります。 

なお、こうした人権課題についても、県と連携を図りながら本町の状況に応じて取り組 

んでいきます。 

 

（１）アイヌの人々 

アイヌの人々は、固有の言語や伝統的な儀式・祭事、多くの口承文学（ユーカラ） 

等、独自の豊かな文化を持っていますが、近世以降のいわゆる同化政策等により、今日 

では、その文化の十分な保存・伝承が図られているとは言い難い状況にあります。特に 

アイヌ語を理解し、アイヌの伝統などを担う人々の高齢化が進み、これらを次の世代に 

継承していくうえでの重要な基盤が失われつつあります。 

現在もなお、様々な偏見や差別が残っているため、アイヌの人々の歴史や文化を正し 

く理解し、認識を深め、偏見や差別の解消を目指して、啓発等が行われています。 

 

（２）刑を終えて出所した人 

刑を終えて出所した人やその家族に対する偏見や差別は根強く、就職に際しての差別 
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や住居の確保の困難等、社会復帰を目指す人たちにとって、現実は極めて厳しい状況に 

あります。刑を終えて出所した人たちが、地域社会の一員として円滑な社会生活を営む 

ためには、本人の強い更生意欲と併せて、家族・職場・地域社会の理解と協力が必要で 

す。町では、県の施策等を定めた「地方再犯防止推進計画」に準じ、実情に応じて刑を 

終えて出所した人が社会において孤立することなく、再び社会を構成する一員となるこ 

とができるよう、啓発を推進します。 

 

（３）北朝鮮当局による拉致問題等 

北朝鮮当局による日本人拉致は、重大な人権侵害です。国や地方公共団体は、拉致問 

題など北朝鮮当局による人権侵害問題に関する国民世論の啓発を推進します。 

 

（４）ホームレス 

やむを得ない事情でホームレスとなり、健康で文化的な生活ができない人たちが存在 

し、嫌がらせや暴行を受ける事案が発生しています。ホームレスの人々の人権擁護の推 

進のため、ホームレスや近隣住民の双方の人権に配慮しつつ、啓発広報活動、人権相談 

等の取組が必要です。 

 

（５）人身取引 

人身取引は、性的搾取、強制労働、臓器売買などを目的として、暴力、脅迫、誘拐、 

詐欺などの手段を用いて、人を移送したり、隠したり、受け取ったりする行為を指し、 

被害者に深刻な精神的・肉体的苦痛をもたらす重大な人権侵害であり犯罪です。人身取 

引の防止・撲滅に向けた取組の推進啓発に努めます。 

 

（６）職場におけるハラスメント 

    職場におけるハラスメントは、働く人の個人としての尊厳や人格を不当に傷つける社 

会的に許されない行為であるとともに、個人の能力を十分に発揮することへの妨げにも 

なります。 

 また、顧客などからの著しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）についてポスター 

などを活用した周知・啓発の推進に努めます。 

 

（７）その他の人権課題 

この他にも、自死遺族に対する人権侵害、貧困、プライバシー、個人情報の保護など 

の人権課題があり、これらの人権課題に関する啓発などの取組に努めます。 

 

Ⅳ 効果的な計画推進 

１．人材の育成と学習方法の整備 

（１）人材の育成 

① 地域に根ざした人権教育推進のために、地域や職場、各種団体の指導的立場にある人 

を中心に研修を進め、人権問題の理解者、推進者としての実践力を高めていく必要が 

あります。 

② 人権・同和教育リーダー養成の系統的な学習を進めるとともに県や関係団体が開催す 

る研修会や講演会への参加を通して、指導者の資質向上を図ります。 
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（２）学習方法の整備 

① 同和問題をはじめとする人権問題について、差別の実態や歴史を深く学ぶことで、身 

近な問題として捉えることができる学習内容に努めます。 

② 知識や認識を深める学習内容のみならず、ワークショップなどを取り入れ、自分自身 

と人権の関わりを理解し、課題と捉える学習に努めます。 

③ 人権問題の悲惨さを学習するだけではなく、問題解決への明るい展望を抱き、行動化 

への意欲を高める内容に努めます。 

④ 一人ひとりの違いを認め合い、相手の心に寄り添い支援していける人づくりを進め、 

町民の自尊感情を高めていきます。 

⑤ 人権教育は、差別をなくすることと同時に、人と人とがつながり、支え合うことのす 

ばらしさを学ぶことです。地域に様々な人々のつながりをつくっていくことを大切に 

していきます。 

 

２．啓発と情報共有 

（１）身近に感じる啓発内容 

一人ひとりが自分の問題として捉え、日常的な人権感覚を身につけるために、身近な 

問題を取り上げた講演会や研修会の開催をします。 

（２）情報提供の充実 

町の広報誌や回覧を通じ、世界的な人権教育の動向や話題、また、国・県・町等の行

事に関する情報などを提供し、時代の流れに即した啓発を進めます。 

 

３．ボランティア活動の推進 

    ボランティア活動は、福祉・医療・保健・青少年育成・教育・文化・環境・国際協力・

人権擁護など様々な領域に及び、子どもから高齢者まで幅広い世代の人々が参加できる

ようになってきています。これらのものは、豊かで活力のある地域社会を築き、関わる

個人の生きがいとなる生涯学習社会の形成に大きく寄与するものです。また、ボランテ

ィア活動は、個人の主体的な意志に基づき、その人の能力や個性を生かして、社会に貢

献することのできる活動であるとともに、人権教育の具体的な実践活動の場ともいえま

す。このような、ボランティア活動は人権教育に資するものであり、一人でも多くの町

民が参加できるように、情報提供など、活動の支援に努めます。 

 

４．国際交流・協力の推進 

    外国人の地域や人々と相互理解と友好を深めることは、国や民族、人種を越えた相互

の尊重と共生意識の醸成につながることから、県や民間事業所・団体等と連携した取組

や町独自の取組の推進に努めます。 

Ⅴ 計画の推進にあたって 

１．推進体制 

    町では基本計画に基づいた人権施策を推進するため実施計画を策定し、関係部署が協
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力・連携し行政のあらゆる分野で人権尊重の理念を踏まえ町づくりを総合的・全町的に

進めていきます。また、中土佐町人権尊重のまちづくり審議会の意見や提言を踏まえ適

切な執行に努めます。 

 

２．国・県及び関係団体等との連携 

    国、県、他市町村など、他の行政機関や地域、社会教育関係団体、事業所、教育機関

との連携を図り、全町的な取組を進めます。また、町内のボランティアグループや各種

団体とも連携し、町民の参画・協力を得ながら進めていきます。 

 

３．相談体制の充実 

    人権侵害に対するあらゆる相談を受け、法務局や県との連携のもと、人権問題を解決

する体制を充実します。 

 

４．人権教育・啓発機能の充実 

（１）隣保館・児童館活動の充実 

地区内住民の暮らしを守るために、相談体制を整え、様々な問題に対して相談対応で 

きるように、県や関係諸機関と連携を図り、速やかな問題の解決が図れるように努めま 

す。地区住民の健康・福祉の充実や児童・生徒の豊かな心を育み、学力保障、進路保障 

のための取組を進めるとともに、地区内外を問わず住民が交流できるように様々な取組 

を進め、潤いのある暮らしづくりに努めます。 

 

（２）公民館活動の充実 

公民館は、地区住民の文化振興及び生涯学習の拠点としての役割がありますが、地域に

おける人権教育の拠点として、研修、啓発情報の提供の他、学校とも連携して人権教育の

推進を図ります。 

 

５．計画の期間 

この基本計画は令和 7（2025）年 4月から令和 12（2030）年 3月末の 5年間と 

します。 

 

6．評価と見直し 

この基本計画は、中土佐町の人権課題解消について人権教育、啓発活動の施策の方向 

を定めたものであり、中土佐町人権尊重のまちづくり推進審議会によって、進捗状況の 

確認と、効果についての評価を行います。 

なお、中土佐町の施策状況や社会情勢の変化、法令等を踏まえながら計画の見直しが 

必要な場合は、計画期間内でも人権尊重のまちづくり推進審議会において変更を行いま 

す。 

 

 



17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みんなで支え合う 
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   中土佐町人権啓発センター：0889-52-3939 

 すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利について平等である。人

間は理性と良心を授けられており、お互い同胞の精神をもって行動しなければならない。人種・

皮膚の色・性・言語・宗教・政治上その他の意見・国民的若しくは社会的出身・財産・門地その

他の地位又はこれに類するいかなる事由による差別をも受けることなく、この宣言に掲げるす

べての権利と自由とを享有することができる。                       

「世界人権宣言より」 

 基本的人権の尊重 

 人間が人間らしい生活をするうえで、生まれながらにしてもっている権利を、基本的人権と

言います。日本国憲法では「基本的人権は人類の多年にわたる自由獲得の努力の成果」によっ

て確立されたものであり「侵すことのできない永久の権利」として保障しています。基本的人

権の内容は、自由権・平等権・社会権などの権利があります。また、現代社会の進展によっ

て、環境権や知る権利などといった「新しい権利」が生まれてきています。 

                           「日本国憲法より」 
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